
「アジア的シチズンシップ－道徳教育の再構築－」 

№１～12 
１．21 世紀日本の主戦場はアジア 
 
２．競争する国と民に共有を求める人の道と徳の教材化を 
 
３．敵対関係をも厭わない自己主張を育む学級づくりと授業への挑戦を 
 
４．競い合う国の民を介した自国認識の形成を 
 
５．改めて内なる国家像とイデオロギー観の開示を 
 
６．再構築への道は徳目再発見の旅から始まる 
 
７．中華文化の頸木の自覚を 
 
８．「事大」が生む「誇り」の「解体」と「再構築」を 
 
９．「優越」ではなく「貢献」を新たな「誇り」の基盤に 
 
10．「自己実現」を介した「他者への貢献」を「誇り」とする 

「価値意識」の育成を 
 
11．「家族」と「「国家」を｢自己の人生」に位置づけ直す 

「合理的判断力」の育成を 
 
12．共有可能な「徳」の「道」は遠くとも、「アジア型モデル」構築への 

“おおらかな楽観主義”を 
 

 『学校マネジメント』明治図書№572～583（2005 年 4 月号～18 年 3 月号） 
 
2002 年 3 月から 2003 年 2 月までの間、韓国慶熙大学校国際教育院で客員研究員として

調査研究に従事しました。その成果をまとめることを目的に明治図書の教育雑誌『学校マ

ネジメント』に連載したのが「アジア的シチズンシップ―道徳教育の再構築―」№１～12
です。韓国研修の事前学習のテキストのひとつにしてください。 



アジア的シチズンシップ－道徳教育の再構築（１） 
21 世紀日本の主戦場はアジア 

静岡大学教育学部 
馬居政幸 

アジアが熱い。その熱源が経済大国への道を急速に歩む中国にあることは誰しも認めよ

う。まだある。北朝鮮の核開発を巡る瀬戸際外交が周辺国の境をゆるがす状況に向かいつ

つある。米国による先制攻撃への危惧ではない。韓国の友人は、朝鮮戦争以後、現代版宗

主国となった中国が金正日体制を見限り、新たな国の境を引く準備に入ったと解説する。

その象徴が高句麗を自国の歴史に取り込もうとしたこと。古代朝鮮を北方から支配した高

句麗が自国の民であれば、その末裔の地である半島の北半分も自国の領土になる。事の真

偽は不明だが、北朝鮮の崩壊を最も避けたい国が中国であることは周知の事実。韓国によ

る統一は、中韓国境で中国軍は米軍と対置しなければならない。加えて、中国は多民族国

家。万里の長城より北は漢民族と戦った人たちの末裔が住む地。特に北朝鮮と接する省は

朝鮮族の自治区であり、中心都市延吉には韓国企業が大量に進出している。北朝鮮の崩壊

は半島を越えた新たの国家の誕生にもつながりかねない。韓国の友人の言葉を被害妄想と

笑ってすませない不気味さがある。 
その韓国もまた熱い。九七年経済危機を国際通貨基金（ＩＭＦ）による構造改革と急激

なＩＴ化で乗り切り、アジアどころか世界有数の情報インフラを持つ国として蘇った。特

にインターネットを駆使する新たな世代は政権を左右する力を持ち、日帝時代に遡って半

島の歴史の書き換え作業に向かおうとしている。これがもう一つの熱源である。すなわち、

インターネットを介した情報のグローバル化は、当初、人間の意志決定の速度を超えた意

図せざる結果を生み、アジアを大混乱に陥れた。九七年七月一日の香港返還の翌日、タイ

のバーツ大暴落に始まる金融危機である。この教訓は、今、ローカルな国内問題として蘇

りつつある。その先陣をきったのが韓国だが、中国もまた同様の道を歩む可能性がある。 
経済発展は中国の民に豊かさをもたらす一方で、旧来の社会規範では制御が困難な欲望

と不満を開花させる。その放出のツールにインターネットが用いられることにより、旧来

の支配構造が及ばないコミュニケーション空間が生まれる。それも極めてドメスティック

かつ過激で不安定なものとして。その結果、巨大国家の支配構造をも解体させる可能性を

もつエネルギーを、中国共産党は国内に抱え込むことになる。 
この二つの熱源は、当然のことながら、ＡＳＥＡＮ（東南アジア諸国連合）にも波及す

る。長い歴史を通じて中国の支配を被ったＡＳＥＡＮ諸国にとって、中国の拡大は歓迎で

きるものではなかった。だがその経済発展が不可避とみなすや戦略を転換。中国との個別

的なＦＴＡ（自由貿易協定）締結に向かう一方で、ＡＳＥＡＮ＋日中韓という新たな枠組

み構築を求めつつある。さらにその先に、ＥＵをモデルとする東アジア共同体という構想

も見え始めている。  
そこで問題は日本である。少なくとも上記のことから、アジア諸国との関係なくして日

本の未来はないことは明白であろう。これが本連載のテーマに「アジア的」という言葉を



冠した理由である。ただし、それは東アジア共同体という夢を求めるためではない。誤解

をおそれず言えば、二十世紀後半に経済大国化した日本が、生き残りをかけて挑まざるを

えない「戦いの場」が「アジア」である、と考えるからである。 
たとえば、近い将来、日本の経済力を超えるとされる中国の巨大化に対抗する戦略なく

して、日本という島国で生活する人たちの未来を語ることはできない。北朝鮮の迷走への

対応を誤れば、日本が被るリスクと払わされる負担は中国や韓国を越える。その韓国の歴

史の書き換えは、日本との関係の組み換えを要求するであろう。ＡＳＥＡＮ諸国との関係

も、日中韓セットになれば、前世紀に獲得した市場を奪われることになる。まして、東ア

ジア共同体構想が中国主導で進むことを許せば、ＥＵにおける英国の位置に日本は陥る。 
大陸からの侵略を防いだ海峡を挟む歴史と利害が、英国の参加を遅らせ、その影響はイ

ラクへの対応の差異にもつながる。ただし、大陸側の国々の関係も問題がないわけではな

い。通貨の次に新たなシチズンシップの創造と共有が課題とされている。 
経済と情報のグローバル化のみが先行するアジア各国の場合、問題はより先鋭化する。

関係が緊密になればなるほど相違点が明確になり、利害の対立を避け得ないからである。

「アジア的」とは、同質ではなく異質を示唆する記号になりつつある。“同じアジア人”と

いうフィクションが消え、互いに生き残りをかけて競争する（戦う！）実像が浮かび上が

りつつある。 
ただし、共有する世界がないわけではない。急激な工業化の波は、二一世紀の日本が早

急に解決しなければならない国内問題と同質の課題をアジア各国にもたらす。その代表が

少子高齢化とその先にある人口減少。既に韓国の合計特殊出生率の低下は日本を越え、Ａ

ＳＥＡＮのリーダー国も同じ道を歩む。中国の一人っ子政策はより複雑な問題をもたらす。

経済成長ではなく、経済成長によって生じる国内問題の解決方法において、日本はアジア

諸国のモデルの位置にある。過去の伝統ではなく、未来の課題解決にアジア同胞の絆が求

められる。 
この現在の差異と競争に未来の課題の共有をつなぐ新たな人のあり方をＥＵに模して

「シチズンシップ」という概念に求めたい。通常、市民や公民がその訳語に当てられる。

だが、この二つの漢字熟語は、日中韓のいずれの国も歴史と文化を背負った概念として使

用され、日本と中韓両国との新たな関係を包含させる概念としては不適切といわざるをえ

ない。ただし、その意図は中韓両国との対立を避けるためではない。互いの相違を認め合

うことを求めるためでもない。逆である。アジア各国とそれぞれの地に住む人たちとの関

係において、互いの国と民のあり方の修正を要求しあうことを通じて、共有する人と世界

の拡大を志向する概念として、「シチズンシップ」を用いたいためである。そしてこの志向

を具体化するための最重要課題こそが「道徳教育の再構築」。次回はここから。 
 



アジア的シチズンシップ－道徳教育の再構築（２） 
競争する国と民に共有を求める人の道と徳の教材化を 

 
なぜ「道徳教育の再構築」が必要なのか。それも「アジア的シチズンシップ」の構築と

関わって。これが今回のテーマ。その解き口として次の言葉を評価してほしい。 
「誤解をおそれずに言えば、アジアの大惨事は日本にとって大チャンスでもある」 
スマトラ沖巨大地震への支援に関する毎日新聞連載記事（１月 24 日）に政府関係者の本

音として紹介された言葉。国連安保理常任理事国入りを目指す日本の国際貢献アピールと

東アジアにおける中国との主導権争いに勝つためという文脈である。 
人の弱みにつけこむとは、と政府関係者を批判すべきか。国民の税金から 5 億ドルとい

う巨額を援助する以上、この程度の戦略は必要と肯定するか。個人的な感想であればどち

らでもよいであろう。だが授業でこの記事を用いた討論を行うために、子どもが準備して

いるとすればどうなるか。教師としての判断が問われることになる。 
ありえないことではないはず。人類が知る最大級の災害である。日本人を含め世界中の

人たちが被害にあい、日本は自衛隊までも救援活動に参加させた。正月を挟む冬休みに毎

日報道され、子どもたちもよく知っている。募金活動に参加した子ども多い。さらには日

本語の「つなみ」が国際語になっていること。昨年 11 月の新潟県中越地震の被害。今年 1
月 17 日が神戸淡路大震災 10 周年。これらと重ねることも含め、スマトラ沖大地震の教材

化は必要と考える。 
小学校社会科６年や中学校公民的分野の国際貢献、あるいは私が住む静岡県の東海地震

を代表に、防災に関する総合的な学習の時間での教材化が可能であろう。何よりも人命に

関わる災害被害への支援という最も切実かつ尊い行為に関する内容。道徳の教材として最

適ではないか。また全ての教育活動で担うのが道徳教育。社会科や総合的な学習の時間の

授業過程でも、道徳的な価値判断が重要なことに変わりない。したがって、上記の授業の

いずれにも、先の記事を子どもが使用することへの教師の道徳的判断が求められる場面は

生じうる。 
そこで問題を整理すると、①アジアにおける、②国際貢献において、③特定国との競争

をめぐる、④利害得失を、⑤政府の判断基準にすることの是非、ということになろう。も

ちろん、このような論理的な問いを子どもが持つという意味ではない。だが、被害にあっ

た人たちを助けることを大チャンスだなんておかしい。山古志村や神戸では今でも困って

いる人がたくさんいるのにどうして外国に援助するの、といった疑問は十分予測される。

いずれも表現は素朴だが答えるために必要な前提条件は複雑になる。そのために事前の準

備として、①～⑤の条件のもとでの道徳的判断のあり方を整理しておくことは必要ではな

いか。 
そこで、私は大学院のゼミにおいて、現職教員として派遣された先生方に『心のノート』

を用いての教材化を依頼した。日本の全ての小中学生とその親が学ぶことを求めて編集さ

れた以上、何らかの基準を見出せるのではと期待したからである。だが返ってきた答えは、



①～⑤の条件に合う記述がないため教材化できないというもの。私は驚き、自分の眼で確

かめるため、小・中あわせて４冊を先生方から借りて読んでみたところ、先生方の返答を

認めざるをえなかった。だが中学校用の最後のページにある次の言葉から、記述がない理

由と新たな教材化の可能性を見出した。 
「国際化とはつまり／私たちがこの国の幸せだけや、利益のみを追求してばかりではだ

めだ、ということ。／地球上でたった一つの国が／他の国とかかわりなく存在することは

／絶対不可能なのだ。／地球規模の相互依存・協力関係の中で／自国の文化や伝統に誇り

をもちつつ／他の国の文化を理解し、尊重し／差別や偏見をもたず／公平な態度でのぞむ

ことができなければ／私たちは永遠に／井の中の蛙であり続けてしまうのだ。」（／は行変

え） 
 国際理解教育の模範解答である。私も類似の論理を幾度か書いた覚えがある。ただし 90
年代において。そして『心の教育』もまた 90 年代日本の現実に基づき著された。戦後 50
年を経て経済大国化した日本の責任として、一国平和主義に閉じこもるのではなく経済力

に応じた国際貢献を、との国際世論（米国？）の要請に応える論理である。それは日本に

国際競争力があることが前提。アジアは支援の対象。政府が国際貢献の必要性を国民に説

く文脈では、利害得失や政府の判断の是非が問題にされる余地はない。だが今年は戦後六

十周年。状況は大きく変化した。その概要は前回述べたが、新たに次の現実を加えたい。 
「対中貿易がトップに 戦後初、日米間を上回る」（読売新聞１月 26 日） 

 中国は巨大な競争相手に変化したわけである。その象徴が昨年のアジアカップの騒動。

半島との関係の変化も大きい。「ヨン様」と「拉致」という正反対の世論は、2002 年の W
杯共催と小泉首相訪朝以後に生じた現象。世論が政策判断を左右する時代になったことで

もある。そして、「地球規模の相互依存・協力関係」「他の国の文化を理解し、尊重し」と

の基準のみでは対処できない課題であることも明らかであろう。 
では『心のノート』は時代遅れか。否である。学校が担う道徳教育は「相互依存・協力」

「他国文化理解・尊重」に徹すべきである。反日に嫌中や嫌朝で応じても問題は解決しな

い。課題は競争する国と民に「相互依存・協力」「他国文化理解・尊重」の共有を求める論

理と心の力の育成。そのための教材の開発が教師の課題である。先の問の 5 種の条件を参

考にしてほしい。そしてこれが「アジア的シチズンシップ」と「道徳教育の再構築」が結

びつく理由である。 
ところで、私が教材化を求めた先生方から『心のノート』を活用できない学校現場の現

実を教えられた。それどころか、道徳の授業自体が形骸化していることも聞かされた。再

構築をまたずに、既に日本の学校から道徳教育は失われてしまったのか。これも否である。

戦後の日本の学校ほど道徳教育を成功させた例は世界にない。ただしこれがもう一つの再

構築の理由。詳細は『心のノート』全体の分析とともに次号で。 



アジア的シチズンシップ－道徳教育の再構築（3） 
敵対関係をも厭わない自己主張を育む学級づくりと授業への挑戦を 

 
 前回末尾で「戦後の日本の学校ほど道徳教育を成功させた例は世界にない」と記した。

この理由を『心のノート』を手がかりに述べることから道徳教育再構築の方向を提示する

のが今回の課題である。ところで、道徳に関する戦後教育の常識は戦前と比較して積極的

に実践されていないというものであろう。その証左が道徳を 1958 年に特設したが、今なお

教科でないこと。その結果、大学の教員養成課程で必要な道徳の単位数は２。おまけに前

回紹介したように、莫大な予算で作成した『心のノート』を活用する教師は少なく、担任

による道徳の授業も形骸化している。 
それをなぜ「成功」とするのか。解き口は「道徳」ではなく「道徳教育」と表現したこ

と。週一回の道徳がどうであれ、国が求める方向に民を導くという意味での道徳教育を、

日本の学校は世界のどの国よりも成功させたという意味である。同時にそれはあくまで「戦

後」であって「現在」ではないという意味も含む。さらに、日本社会の構造改革を阻む要

因に「戦後の成功体験」が挙げられるように、道徳教育再構築にも同様の危惧を抱く故の

評価でもある。そしてこの成功体験を凝縮したのが『心のノート』である。その特徴を見

るために目次から章に相当する部分を抜書きしてみよう。 
小学校 1・2 年 むねを はって いこう／こころと こころを むすぼう／いのちに ふれよう／みん

なと きもちよく いよう／3・4 年（96 頁）かがやく 自分になろう／人とともに生きよう／いのちを感

じよう／みんなと気持ちよくすごそう／5・6 年（112 頁）自分を育てる／ともに生きる／生命を愛おしむ

／社会をつくる／ 

中学校 自分をみつめ伸ばして 自分自身／思いやる心を 他の人とのかかわり／この地球に生まれて 

自然や崇高なものとのかかわり／社会に生きる一員として 集団や社会とのかかわり 

指摘したい特徴は３点。一つはカリキュラムのスパイラル(螺旋的)構成。自分→他者→自

然と進み、社会で結ぶ。子どもの成長と社会関係の広がりをリンクさせて繰り返す小学校

社会と類似した構成である。 
二つは集団への帰属重視の内容。「人とともに生きよう」「思いやる心を」「生命を愛おし

む」などの言葉が示すように、他者や自然との協調・同調関係が強調される。 
三つは自国内への閉塞。前回紹介したように国外に関する記述がないわけではないが、

小学校３・４年は一頁、５・６録年と中学校は四頁のみ。いずれも最末尾におかれる。内

容も自国内の協調・同調関係を拡大した国際理解や国際貢献に限られる。 
自分を大事にすることが基本だが、その実現（自分らしさ）は集団への貢献度で計られ

る。他者との競争の強調や集団内での自己主張は歓迎されず、まして敵対関係は想定外。

時間・空間をバーチャルに操作する情報環境、日常を脅かす自然の驚異、自国を非難・中

傷する他国もまた想定外。 
要するに、自国内の所属集団において同調を基調とする人間関係を担う「心」と「行動

様式」を育成すること。これが『心のノート』が意図する道徳教育の世界である。 



このように理解するとき、そこにシンクロするものとして敗戦後の日本を経済大国に導

いた二つの理論と実践を想起する。一つは企業での「間人主義」に基づく「日本的経営」、

二つは学校での「学級づくり」を基盤にした「個をいかす授業」。そして実はこの二つ自体

がシンクロする関係にある。 
「間人主義」の基盤は経営と生産の現場を同等におく人間関係。職場の長の役割は部下

の意欲を引き出すために、相互の協調を獲得する雰囲気の形成。企業への忠誠心と仕事へ

の専心は、強制ではなく進んで同調する意欲によってもたらされる。 
他方、日本の教師が重視するのは成績上位者の育成ではなく、下位者も含めた誰もがク

ラスの友達として助け合う「学級づくり」ではないか。さらに良い授業とは準備した内容

を教え込むことではなく、全員に自分なりの答えを発表させること。そのために一人一人

の学習意欲や理解状況を記録する座席表が開発され、意見を引き出す発問方法や多様な発

言を有機的に表記する板書技術が重視される。但しその意図はクラス全体に共有させる答

えに導くこと。互いの意見を尊重しつつも、教師の意図する答えを読み取ることによって

のみ個性（自分らしさ）は実現可能であることを、子どもたちに繰り返し学習させる過程

になる。 
高度経済成長が企業への忠誠心と職場の同僚との親和性によって支えられていたとすれ

ば、その源は教室の中にあったわけである。週一の道徳ではなく、教科の授業過程全体を

通じて形成された人の間のあり方が、日本の企業活動を支える「心」と「行動様式」にな

った。それが『心のノート』とシンクロするとすればどうなるか。 
日本経済が世界を陵駕した以上、その担い手の人格を形成した教室と授業に組み込まれ

た『心のノート』すなわち道徳教育を世界に類をみない成功例と評価してもよいのでは。

そして戦後の日本が戦争への反省に基づき、自国内での経済活動に専念することを選択し

た以上、道徳教育のなかに競争関係や他国との競合を前提とする内容が含まれないことも

また当然といえよう。 
 だが高度成長の時代が終焉して既に十余年。競争どころか声高に反日を叫ぶ隣国の人た

ちを相手に、敵対関係になることも覚悟で自己 (自社)の利益を確保することが求められる

時代に変わった。協調や同調よりも他者と異なる能力を評価し、自己主張と自己責任を同

時に要請する社会（企業）に変わった。このような変化を上記の成功例に重ねるなら、道

徳教育再構築の方向は自ずと明らかになろう。３点指摘したい。 
一つは帰属ではなく自立を志向する自己の形成。但し自立は孤立ではない。他者なくし

て自己は存在しえない。敵対関係をも含む他者との多様な関係を結ぶ人格の構築が課題で

ある。二つはその実践を学級と授業の再構築から始めること。その意図は上記の成功例か

ら理解されよう。三つは管理職の成功体験の組み換え。学校は今なお日本的経営が残存す

る希少集団。その中心者が、未来からの要請を尺度に自らの過去の栄光の適否を再解釈で

きるかどうか。これが最も重要かつ困難な課題となろう。 



アジア的シチズンシップ－道徳教育の再構築（４） 
競い合う国の民を介した自国認識の形成を 

 
再び韓国と中国で日本批判が顕在化し、残念だが本連載で述べてきた両国との関係変化

とインターネットの威力を確認する結果になった。本稿が読者に届く頃までに混乱が収ま

ることを願うが、他方で政治的処置がどうであれ解決への道は遠いといわざるをえない。

歴史解釈、領土問題、日本の常任理事国化のいずれも相互に納得する答えを見出すことは

容易ではない。何よりも、今回の行動の源が民の欲求にあったことが解決を困難にする。

韓国や中国も日本と同様に国を構成する人々の意思を無視した統治が不可能になったわけ

である。その背後に経済成長と民主化の進行があるとすればこの流れを止め得ない。問題

は三国間の進行度のズレと “現在の政治的経済的利害”を絡めた“過去の解釈”が欲求暴

発の動因になること。利害も解釈も変化する以上、表面上は収まっても問題は残り続ける。 
解決が困難なら問題があることを前提に対処するしかない。民が問題なら民の理解を求

めるしかない。経済と民主化のズレが問題なら先行する日本の側から歩みよるしかない。

そして理解は相手を知ることから始まる。道徳教育の出番である。 
次頁の図をみてほしい。96 年から実施してきた韓国中高生の意識調査をまとめたもの。

実線は肯定、破線は否定の割合を示すが、ともに大きく変化している。「日本人に対して敵

対感」では当初肯定が５割を超えたが 2000 年に向けて急減。その後肯定と否定が三割代で

拮抗状態になる。これとは対照的に「両国の関係をよくするために努力」は 99 年に向けて

肯定が否定を超え五割に近づく。その後反転し 01 年に再び否定が多数派になるが 03 年に

再々度肯定が否定を上回る。そして 04 年に相反する内容にもかかわらず、ともに肯定が

38％強。それは韓国中高生の日本観が肯定、否定、「どちらともいえない」に３分割される

ことを示す。いずれも直接的には 98年の経済危機後の金大中政権による日本文化開放政策、

01 年の教科書問題、02 年の W 杯共催という韓国社会の変化に対応した変化と考えられる

が、その意味は重い。もし、反日教育が日本批判の原因なら、このような肯定と否定の交

錯は起こりえないからである。 
調査対象の中高生は PC を自在に操作し、日本文化を日常的に摂取する世代。それにもか

かわらず日本観が大きく変化することは、韓国社会に潜在する日本への不信感の根強さを

示す。だがより重要なのは、その不信感が日本側の変化に応じて発現すること。ある時点

で親近感が増したかに見えても、日本側が努力を怠れば、韓国側の努力がそのまま不信感

に転化し、相互理解を阻む意識をかえって高める。この社会意識の構造が日本との関係拡

大とは異なるレベルで存在し、韓流ブームに沸いた 04 年の時点においても、中間派を加え

た六割の中高校生が日本批判に転ずる可能性を秘めていた。それが本年 3 月、「竹島の日」

とともに顕在化したわけである。さらにその発現をインターネットが加速させることは連

載１で指摘したが、もう一つ新たな要因がある。それはこの世代に日本へのコンプレック

スがないこと。その象徴として日本の韓流ブームへの中学生の感想を紹介したい。 
「私たちが日本漫画を好きなように、韓国文化を日本人が好きなのは当然です」 



押し寄せる日本の観光客は自国優位を確認させることになる。だが他方で彼ら彼女らが

日本との友好を拒否しているわけではない。６割が関係改善を望む可能性もまた調査結果

は示している。むしろ韓国の友人からのメールは、声だかに批判する人達こそ改善の契機

を見出せず自縄自縛の状態にあることを教えてくれる。それを示唆するのが「責任は日本

の側にある」との盧武鉉大統領の言葉。加害と被害のみでなく利害調整の場をも日本と共

有した旧世代と異なり、歴史的正統性と倫理的正当性でしか対処できない世代には、日本

の変化以外に解決の方向を見出せないからである。 
このような日本批判に対し韓国の国内問題とする意見が日本にある。だがそのような判

断が不信感を拡大させてきたことを指摘したい。では韓国の期待通りに教科書を変えるべ

きか。これも問題の先送りにすぎない。日本側の加害性の強調の背後に、隣国の被害を日

本国内の政治的対立に利用する意図を見出すからである。私は過去の加害性の責任は、日

本批判の背後にある隣国の“現在と未来”の問題解決を視野に置く発言と行動によって果

たすべきと考える。その意味で、韓国が最も批判する教科書もまた自国内の対立の産物に

すぎない。 
どんなに批判されたとしても、互いの相違点を提示し、理解し合える道を求めるしかな

い。非難でも無視でもなく、彼ら彼女らが生きる世界の内在的な理解から始めるしかない。

その第一歩として、この二つのデータを教材に自国理解をテーマにした道徳の授業づくり

を提案したい。韓国の同世代の日本観の変化の意味を日本の子どもたちはどのように読み

取るか。それを韓国の子どもたちの日本像を介した自国認識の学習へと展開してほしい。

競い合うことを避け得ない国の民との相互理解は、相手の目に写った自国像の媒介なしに

は成立しえないからである。そしてこれがアジア的シチズンシップ形成への第一歩と考え

る。 

日本人に敵対心を感じる
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アジア的シチズンシップ－道徳教育の再構築（５） 
改めて内なる国家像とイデオロギー観の開示を 

静岡大学教育学部 
馬居政幸 

 「今回の問題は周到に準備されたもので、日本が再び軍国主義に向かう証拠です、と A
先生にいわれましたが本当ですか」 
４月末、私は日本批判の現状を知るため訪韓した。その調査過程でソウル大に留学中の

日本の学生から受けた質問である。私は戸惑った。内容の唐突さからではない。A 氏は私と

同世代の非常に誠実な研究者。日本で学位をとり、韓国における日本研究のリーダーと目

される方だからである。なぜ全くリアリティを失ったかつての日本左翼の論理が、日本研

究の第一人者の言葉として蘇ったのか。その理由を、私の韓国研究のパートナーで A 氏と

も親しい、韓国公州大の李明熙氏に質問した。その答えから、より深刻かつ本連載が避け

て通れない課題に気づかされた。概要を紹介しよう。 
 「韓国から見れば、首相の靖国参拝、イラク派兵、憲法改正の動き、竹島の日、教科書

問題と続く最近の日本からの情報は、再軍備に結び付けた方が理解しやすい。大統領の側

近にもそのように考える人がいる。自分が学生時代の 80 年代にも教科書問題があり、それ

を中曽根首相の戦後総決算という政治目標と関係させて再軍備への意思とみなした。その

時の活動家が現政権の中枢にいる。彼らが進める日帝時代の親日派究明が、過去の被害感

情とともに日本の再侵略への危機意識を高める可能性がある。もちろんこれは間違いで、

大多数の日本人がリベラルなことを知る韓国人は多い。私のその一人だが、残念なことに

日本のリベラリストは国家像やイデオロギーを明らかにしない。韓国から見えるのは極端

な右翼の発言や行動と左翼の批判だけである」 
 私は反論できなかった。韓国知識人の時代錯誤な日本観の否定は簡単だが、それにかわ

る新たな国家像の提示が困難なことを認めざるをえなかったからである。これは日本の学

校の先生方も同じではないか。 
違うと思う方は、4 月に訪問した韓国の中学校で「独島は我々の島なのになぜ日本は奪う

のか」と私に迫る中学生を論駁できる“学力”を育成する日本の中学の授業実践を教えて

ほしい。領土という国家の存続のための最重要課題に、日本の教科書はどれほど紙面を割

いてきたか。国旗や国歌を教えることすら事件にするのが日本のマスコミ報道ではないか。

ちなみに韓国では国歌を幼稚園児が歌い、成人男性全てに課せられる兵役を背景に、国家

への忠誠が最重要価値として位置づけられる。逆に、国家への忠誠心を教えないことが、

日本の教師に最も広く受け入れられる国家像ではないか。その前提に、戦場に教え子を送

ったことへの反省があった。だが敗戦から 60 年を経た 21 世紀初頭の日本で生じているの

は、国の外から自国のあり方を問われても判断できない民（教師と生徒）の再生産ではな

いか。それだけではない。判断基準を持たないことが却って異論を許容しない感情と排他

的ナショナリズムを醸成し、外交交渉の選択の幅を狭める危険性をもたらしていないか。

愛国無罪を叫ぶ中国の若者に対し、合理的に処理できない嫌悪感が生じたのは私だけでは



ないと思う。 
だがそれにしても、首相の靖国参拝に不快感はあっても軍国主義への回帰とみなす日本

人は少ない。まして「竹島の日」を半島再侵略の開始と考える日本人は皆無であろう。こ

のような日本のリベラルな多数派に国家像は本当にないのか。李明熙氏との再度の論議か

ら、教科書検定に集約される日本の戦後社会で培われた国家と国民の関係に“現時点での

答え”を見出した。それは道徳に検定教科書がない理由とも重なる。 
周知のように、教科書の作成は民間の出版社に委ねられ、国の権限は基準（学習指導要

領）の設定と質の維持のための検査（検定）に限定される。この制度は誤った戦争に導い

た戦前の国定教科書を廃止して導入された。国の意思を教科書に直接反映させない仕組み

に変えることで日本は戦争への責任とした。この方向を強化したのが冷戦下のイデオロギ

ー対立の場となった教科書裁判である。ただし争点は学問の自由や教育の中立性。原告は

信じる歴史解釈（イデオロギー）の正しさよりも、被告（国家：政権与党）の権限を制限

する戦略を優先した。国民の多数派が国家に加えて左右いずれのイデオロギーの強制にも

拒否感を持ったからである。したがって、日本の教科書はあくまで民間の出版社が制作す

る商品であり、扶養社の教科書もまたこの制度のもとで商品化された。国定ではない。 
だが、韓国と中国の教科書批判は国家が直接歴史教科書を書くことが前提。その意味で、

教科書裁判を支持した人たちは両国の要求に反論し、扶養社の教科書の誕生を喜ぶべきで

ある。日本の子どもたちは教科書の比較対照から、民主主義の基本である言論の自由を学

ぶ機会を得たわけだから。 
同様に、日本政府が韓国と中国に伝えるべきは、教科書制度の相違ではなく前提にある

日本の戦争責任のとり方。歴史認識と教科書に対する権限の制限こそ、日本政府が選択し

た戦争責任の表現方法であり、国民が自ら培った戦後民主主義の成果であることを、堂々

と主張すべきである。ただし、ここでの問題は教科書の優劣の基準ではない。他国への侵

略や加害を、国家が認め謝罪する必要性の是非でもない。教育の場における歴史の解釈を、

国や特定のイデオロギーに委ねてはならないということである。さらに、教科書が商品に

なることで、生産者や検査官ではなく、消費者が良し悪しを判断できる道を開いたことも

指摘しておく。 
要するに、国の力を制限し、特定のイデオロギーに偏しないこと。これが日本のリベラ

リストの国家・イデオロギー観である。それ故、国民の価値形成に直接かかわる道徳は教

科書を作ることすら避けた。消費者の権利を重視したわけである。さらにその運用を教師

に委ねた。最終消費者の子どもに代わって、教科書と価値の序列を選択する権限を、直接

子どもを教える人間（集団）に託した。これは道徳も含めて教育内容の最終責任を、一人

の教師（担任）に課す酷な制度だが、冷戦下ではイデオロギーの両極を排除すれば自動的

に多数派になった。だがその両極が他国を介して迫れば、戦略の転換が必要になる。どう

するか。次回に。 



アジア的シチズンシップ－道徳教育の再構築（６） 
再構築への道は徳目再発見の旅から始まる 

馬居政幸 
 

国の権限を制限し特定イデオロギーに偏しない。それ故に国民の価値形成に直接かかわ

る義務教育での道徳は教科書を作らず、その内容を教師（集団）に委ねる。これが日本の

多数派を占めるリベラル（学校と教師を方向付けるマスコミと世論）の道徳教育観である

ことを前回指摘した。だが改めて考えるに、これはかなり無責任な教育観ではないか。日

本国籍を有する人間が共有すべき価値の教育を、その内容を決定する主体（機関）を曖昧

にしたまま実質的に一人の教師（担任）に丸投げし、その結果生じるリスク処理の責任は

個々の日本人にとらせる、ということになるからである。さらに社会制度としての基盤も

極めて危うい。自由意志に基づき判断し行動すれば、誰もが幸せな人生と国全体の秩序を

獲得でき、他国の民もそれを承認し干渉しない、という国の内と外双方のレベルでの民の

間の予定調和が前提だからである。 
いずれも非現実的との判断が今ならできよう。だが 60年前の日本では実現可能と考えた。

より正確には実現すべき価値として選択した。しかもその判断がその後の日本の多数派の

道徳教育観になり、現在も学校の中に維持されている。なぜか。二点指摘したい。その一

つは、このような道徳教育観を選択したこと自体が戦後日本にとって特定の価値を国民に

積極的に提示（強制?）する行為であったこと。その二つは、学校とは異なるレベルで特定

の価値共有を強制する道徳教育の世界が存在したこと。この二つの私見を検証するため、

上田薫氏が昭和 20 年代の教育論争で用いた「三つ巴の社会科」という言葉を紹介したい。 
戦後日本の教育改革は米国の強い指導下で進められたが、日本の教育界自体は大きく三

種に分かれた。一つは日本の社会主義化実現のための教育を求める人たち。二つは日本の

伝統を継承する教育の復活を求める人たち。この二つの勢力の狭間で、国家に奉仕する国

民練成でもイデオロギーを信奉する闘士への改造でもなく、子どもの生活経験に根ざした

民主主義実現を新教科社会科に求める若い実践者や研究者（その一人が上田氏）がいた。

上田氏の“三つ巴”には、三者並列ではなく二者の否定で次の自説を際立たせる戦略が込

められていた。 
教育は国体護持や社会主義革命の手段ではない。教師の役割は子どもの可能性を信じ、

励まし、伸ばすこと。重要なのは知識や徳目の教え込みではなく、生活の中で問題を発見

し解決する過程での学習。これが日本のリベラルな道徳教育観の源流である。より広く 90
年代の新学力観や現在の総合的な学習の時間に引き継がれる教育観でもある。この何が問

題か。“三つ巴”という上田氏の戦略自体に内在する。対立する論理の否定による正当性の

論証は、対立の解消とともにその論拠を失うからである。 
社会科は米国生まれの価値相対主義に基づく民主主義を日本に根付かせるために導入さ

れた。その成立にかかわった上田氏は、社会科の日本における歴史的正統性と教育実践上

の正当性の論証のため、独自の視点から価値相対主義を援用した。それが戦前の修身教育



と戦後のイデオロギー教育をともに注入主義と批判し、知識・徳目教授にかわる問題解決

学習を提示した“三つ巴”論である。敗戦後の日本を新鮮な時代認識と教育方法で拓く理

論として、若い教師に歓迎された。先に「一定の価値を国民に積極的に提示」と記した理

由である。だが戦争被害やイデオロギー対立の記憶は時間とともに薄れるが、学校の授業

に組み込まれた学習方法は繰り返される。無責任かつ危うい道徳教育が存続した理由であ

る。 
もう一つ問題がある。社会科の母国米国は大統領がバイブルに宣誓する宗教国家。価値

相対主義の担い手は特定の価値と制度を軍事力で他国に強制することを正義とみなす国民。

米国が特別ではない。徳目的価値の注入なしに社会の秩序維持は本来不可能なこと。日本

も例外ではない。徳目主義を否定した上田氏も含め、戦後日本社会を生きる民が共有する

価値＝徳目は厳然と存在する。誰もが自覚しないほど注入が成功しただけ。先に示唆した

学校の外の道徳教育の世界である。二点指摘したい。 
一つは天皇制の維持と天皇家の存在。上田氏の徳目否定と価値相対化の射程に天皇制は

入っていない。いかにこの国の日常の価値が多様化し、民の生活が変化しても、検証不能

な歴史と神話を組み込んだ天皇制が存続する限り、民族のアイデンティティ＝共同幻想の

維持は容易である。しかも戦後日本社会は世俗におりた天皇家の人々を未来のモデルに祭

り上げた。恋愛結婚、計画出産、母親による学校中心の子育て。現天皇と皇后が示してき

た家族像である。敗戦後の民の再生産システム再構築に天皇家の果した役割は計り知れな

い。テレビや女性誌の皇室報道こそスーパーモデルが演じる最良の日本人のライフスタイ

ルと価値の序列を注入する徳目教育の世界である。 
もう一つは憲法。特に 9 条論議は注入主義の典型である。安保条約、米軍基地、自衛隊、

38 度線の兵士。これらを無視し憲法が戦後日本の平和を守ったと強弁する老いた平和運動

家の心情と倫理に、今なお大東亜戦争にアジア同胞の解放を重ねる老兵士の夢と同質の悲

痛さを感じる。最善と信じる観念で全てを解釈し、それを他者に強要することが正義と疑

わない意識構造の再生産という点で、無前提に 9 条護持を叫ぶ人たちこそ戦前修身の正嫡

ではないか。反論はあろうが、憲法論議が国民の倫理観を特定方向に誘導した機能は認め

られよう。 
リベラルな道徳観は学校の中では無責任かつ危うくとも、学校の外では新旧の強固な徳

目再生産システムに保護されていたわけである。望ましい価値の共有化を、その効用の単

独教示ではなく、旧来の価値と新興の価値を対立させることで展開する。同じ三極論でも

弁証法のように一元化を求めず、固有の歴史が醸成した価値と異質な外来の価値を両極に

並存させ、その間に多様な価値を配列し、状況に応じて選択する。三つ巴論は名付け親の

意図を超える射程をもったようである。対立のみが際立つ東アジア各国の民が共有すべき

シチズンシップ構築への戦略が、ようやく見えてきた。 



アジア的シチズンシップ－道徳教育の再構築（７） 
中華文化の頸木の自覚を 

 
「儒教文化圏」という言葉があります。アジア NIES（新興工業経済地域）の略称ととも

に、一九八〇年代に顕著になった韓国、台湾、香港、シンガポールなどの東アジア諸国の

急激な工業化の文化的基盤を辿るために注目された概念です。読者のなかにも記憶されて

いる方は多いと思います。加えて、経済に限らず、アジア共通の文化として、儒教をあげ

る方は少なくないのではないでしょうか。実は私自身、本連載の準備過程で、儒教文化が

アジア的シチズンシップの重要な構成要素になるのでは、との期待から文献や資料を集め

ました。現場の先生方から儒教の徳目を見直してほしい、との意見もいただきました。し

かし、連載の進行とともに、どうもそれほど単純ではないことが見えてきました。その理

由は二つあります。一つは現実の変化です。二つは儒教文化の本質にかかわることです。 
現実の変化とは韓国と中国からの「歴史認識」批判の噴出です。本連載でも取り上げま

したが、その後の報道や私自身の取材で、両国（政府）が要求する「正しい歴史認識」が、

過去の事実ではなく現在の日本の国と民の道徳性への批判であることが明確になりました。

これでは対等な立場での共有が前提のアジア的シチズンシップという考え方自体が成り立

たなくなります。 
事実の理解の相違であれば実証研究の手法で認識の差を埋めることができます。事実の

評価も、歴史解釈上の問題なら、加害と被害という立場を前提に相違点を認めあうことで

共通理解を求められます。それに対して道徳性のレベルでは、一方的に従うことが前提で

す。だが政府による教科書修正レベルでの要求である限り、現在の日本の法と価値のもと

では二重に応ずることが困難です。一つは連載五で指摘したように、歴史の評価を国家（政

府）が教科書で国民に直接教え込んではならない、という法の制約のもとで日本の学校教

育は進められているからです。二つはより根本的な問題として、歴史評価の多様性を認め

ることが正しい歴史認識の源泉、という価値基準のもとで日本の社会は成立しているから

です。 
そして、このような法と価値の共有こそ、先の大戦への反省として、日本の国と民が六

十年の時間を費やして培ってきた社会のルール（規範）と考えます。その意味で、現在の

日本人の道徳性を構成する重要な要素であり、アジア的シチズンシップにおいても重視す

べき徳目と考えています。 
ただし、このことは過去に行った加害の事実を否定することでも正当化することでもあ

りません。政府が犠牲を強いた国と民に謝罪し補償することは当然のことです。戦争遂行

の指導者とみなされる人たちだけではなく、広く日本の国民が加害の責を負わねばならな

いことにも同意します。さらにこの作業は、戦後六十年を経てもなお続けなければならな

いことも認めます。 
しかし、それは中国や韓国の政府が要求する歴史の事実と評価に同意することではあり

ません。まして道徳的非難を認めることではありません。逆です。両国の「正しい歴史認



識」に意義申し立てをすることこそ、加害の責を自覚する者が果たすべき役割と考えます。

歴史の事実と評価を国家（政府）が決定し、それと異なる事実の検証と評価の提示を道徳

的に劣った行為と非難（排除）する歴史認識の共有（強制）は、自国の民にも求められる

からです。 
このことに気づかせてくれたのが、日韓文化交流基金のホームページに公開された日韓

歴史共同研究委員会の報告書です。教科書問題を契機に 02 年５月に開始され、古代、中近

世、近現代の三つの分科会による３年間の研究成果が両国語で報告されています。しかも

日本の研究者の論文に韓国研究者の批評が、韓国の研究者の論文に日本の研究者の批評が

加えられています。そのため、日本側の実証性重視と韓国側の評価と政治性（道徳性）重

視という研究方法上の相違点が読み取れます。論文単位にダウンロードでき、最新の研究

成果とともに教材化可能な資料も見出せると思います。 
特に一読を薦めたいのが第三分科会（近現代）の 13 章「近代日韓間の相互認識」にある

古田博司氏の「『相互認識』東アジア・イデオロギーと日本のアジア主義」です。吉田氏は

冒頭で紹介した「儒教文化圏」では東アジア共有の世界を説明できないとして、「中華思想

共有圏」という概念を提起します。そして、「正しい歴史認識」が問題になる文化的基盤を

開示してくれます。 
古田氏は「中華思想」について、「自民族の文化地帯を世界の中心と考え、周辺諸民族を

野蛮未開の非人間地帯とする、古代諸民族に往々見られる思考様式であるが、中国ではこ

の思考様式が古代から現代にまで変わりなく続いている」と紹介したあと、この思想の中

国における変遷を、孔子の『論語』、朱熹の生理学、孫文の「三民主義」などに論及するこ

とで明らかにします。さらにこの思想が、夷狄とみなす中国へのカウンターパワーとして

ベトナムや朝鮮（李氏）に分有され、日本でも賀茂真淵や本居宣長の「皇国」という語に

始まり、大東亜共栄圏論に継承されるとします。そして「実際には異民族と漢民族の王朝

が交錯した現実の歴史を、『正統史』の編纂によって幻想の文明圏である『中華』『中国』

の継続へと虚構した中国にならい、各国は各々の『正統史』を編纂し、『正しい歴史の認識』

という新たな虚構」を作り出したと記します。 
鮮やかな分析だと思います。だが同時に、この古田氏の指摘から、私自身もまた中華思

想共有圏に生きる一人として、その頸木から免れていないことに気づきました。韓国と中

国の「正しい歴史認識」を現在の日本の「法と価値」によって批判する意識の中に、福沢

諭吉の「脱亜論」につながる「優越」の視点を見出したからです。同時に、両国の要請に

日本の「正しい歴史認識」を対置する人たちだけでなく、誤りを正すことなく同調する人

たちにも、両国を対等視しない「優越（蔑視）」を感じざるをえません。東アジアの民が共

有可能なシチズンシップへの道は遠いようです。でも希望はあります。対立の論理の共有

は、その頸木から自由になる方法の共有可能性もまた示唆していると考えます。次回はこ

こからです。 



アジア的シチズンシップ－道徳教育の再構築（8） 
「事大」が生む「誇り」の「解体」と「再構築」を 

 
インターネットで全国紙の HP をチェックしていて憂鬱な気分になる言葉に出会いまし

た。日経新聞編集委員の田村秀雄氏の「日本の『南進』・北朝鮮の『中国化』に揺れる韓国」

（8/31）と題する論説に紹介された中国の日本専門家の次の発言です。ソウルで開催された

国際シンポジウム「朝鮮半島の平和定着と北東アジアの共同繁栄」で、韓国の研究者から

得た情報のようです。 
「日本の自由貿易（FTA）政策は南進政策で大東亜共栄圏のために日本は作戦を練って

いる、中国と韓国は日本の南進共同体戦略を破壊すべく共同歩調をとろう」 
なんと時代錯誤な、中華思想の再来か、と嫌悪感をもちました。中国こそ日本に映った

自国の影を見ているのでは、と思ったからです。ただし田村氏の論旨は、経済専門紙の編

集委員らしく、冷静な東アジアの現実認識から、表題が示す韓国の困惑を伝えることでし

た。中国が日本への対抗のパートナーを韓国に求める一方で、多大な援助で北朝鮮の経済

支配を進めている事実も韓国の研究者が語っていたからです。 
この記事を読み終えて改めて憂鬱になりました。アジア的シチズンシップ構築の困難さ

を再確認したからです。理由は二つです。一つは、日本人である私のなかにある中華思想

に気づいたことです。もし、中国の経済力が日本を越える恐れがなければ、誤った日本認

識への嫌悪感は生まれず、中国の後進性とみる優越感になったのでは、と思ったからです。

日本もまた経済的合理性や政治的利害の判断に、嫌悪感や優越感という道徳性と結びつい

た価値感情を混入させてしまうことを痛感し、中華思想の根深さに憂鬱になったわけです。 
では中国と日本に挟まれた韓国はどうでしょう。反米デモや歴史教育批判を理由に韓国

が中国よりになったと報道されがちですが、それほど単純でないことは、田村氏の論から

推測できるでしょう。私の経験でも、日本や米国より中国を信頼すると語る韓国人に出会

ったことはありません。田村氏の表題が示すように、「北朝鮮の『中国化』」を危惧する意

見こそ主流です。 
このような韓国の現状に、私は征韓論から日清、日露の戦争を経て併合にいたる半島と

日本の歴史を重ねてしまいました。これが二つ目の憂鬱です。もちろん、軍事と経済の力

で他国支配を競った帝国主義時代の再来を夢想したのではありません。古代国家形成期以

来の歴史と文化を異なる立場で共有してきた東アジアの三国が、歴史の転換期において、

自国のおかれた条件のみで他国を評価する誤りを繰り返す愚かさに憂鬱になったわけです。

経済や政治のレベルでの合理的判断が求められる場に、文化の古層に蓄積された中華思想

という道徳性の優劣を優先させる三国の相互認識のありかたに、危機感をもったわけです。 
いいかえれば、経済力や政治体制の相違ではなく、それぞれの国の民が培ってきた道徳

性の問題から問い直さない限り、日本と中国と半島の二つの国の新たな関係を創造できな

い、というのが現在の私の考えです。その作業なしに十八世紀の西欧に生まれた政治（民

主主義）と経済（資本主義）に適合した人間のありかた（シチズンシップ）を持ち込んで



も、その受容（理解・普及）度をめぐって互いの道徳的優位性を競い争うことになるから

です。その典型が前回指摘した韓国と中国の「正しい歴史認識」の要請に、日本が実証性

と政治的中立性という近代の学と法の論理で対抗することで生じている軋轢ではないでし

ょうか。 
そこで改めて中華思想の問題を解く鍵を求めて、半島の歴史を辿りました。中華思想を

最も純化したのが朝鮮（李氏）時代であり、それが国を失う因の一つになったとされるか

らです。この作業過程で好著を見出しました。木村幹氏の『朝鮮／韓国ナショナリズムと

「小国」意識―朝貢国から国民国家へ―』（ミネルヴァ書房）と古田博司氏の『朝鮮民族を

読み解く』（筑摩書房）です。両書とも、旧来の被害・加害論から自由な観点で、半島に生

きる（た）人たちの心情(道徳性)の歴史が描かれています。日本との対比や日本語訳の資料

も豊富です。教材研究での活用を勧めます。 
特に私は両書から、問題の根が「事大」という概念にあることを学びました。大国につ

かえることを意味するこの言葉は、日本語ではよいイメージでないと思います。小学館の

日本国語大辞典の「事大主義」には、「はっきりした自分の主義、定見がなく、ただ勢力の

つよいものにつき従っていく」とあります。しかし、古田氏は日本語の語感そのままの「事

大」と思うと間違いで、「中華文明の師であり、上国である中国に侮蔑されたくない。自分

たちは、出身は東方の野蛮国ではあるが、中華の礼儀を身につけ、東方礼儀の国と呼ばれ

るようになった。そのように漢族から常に賞賛されたいというプライドの問題」と強調し

ます。 
木村氏も「事大」を朝鮮王朝が明、清という中華帝国に対して、形式的には属国になっ

ても、朝貢という外交システムを駆使して自国の安全、自治の保障、文化の誇りを獲得し

た政策と評価します。ただし、「属国と自主」を対立視しない外交術と自国文化への誇りが、

近代国家に転じた日本に屈する内因とも論じます。この事実が日本語の語感につながるの

かもしれません。 
しかし、明や清を米国に、中華の礼儀を日本国憲法に入れ替えてみてください。戦後の

日本が朝鮮王朝に重ならないでしょうか。自国の安全を米軍に依存し、米国の理想に基づ

き占領下で制定された憲法が規定する象徴天皇制と平和主義のもとで繁栄してきたわけで

すから。しかも、現在の皇室のありかたと平和外交の実践を、米国どころか世界に類例の

ない誇りとしています。「事大」は現代日本にも生きています。 
ようやく中華思想から自由になる鍵が見えました。他国への依存を誇りに転換する「事

大」の解体です。しかしこれは非常にやっかいな作業です。「プライド＝誇り」は「人間の

証明＝道徳性の根源」にかかわります。解体は同時に「誇りを生む装置」の再構築でなけ

ればなりません。この課題を東アジアのもう一つの基層文化である仏教の概念に学びなが

ら、次回に考えます。 



アジア的シチズンシップ－道徳教育の再構築（９） 
「優越」ではなく「貢献」を新たな「誇り」の基盤に 

今年の九月末、私が教える学生九名と韓国大田市の松江中学を訪問しました。友人の宋

在鴻先生の国史の授業に参加し、私に質問する中学生の姿から韓国の人たちの日本観を学

生たちに直接感得させることが目的でした。ところが訪問日の前日、宋先生の話で状況が

一変しました。中学生の希望は日本のお兄さんやお姉さんとの対話でした。この背景に宋

先生の教え子たちへの思いがありました。若い学生から、現在の日本を直接体験してほし

かったからです。 
「光復」（日本支配からの解放）から 60 年。韓国の子どもたちもまた日本との過去は遠

くなりました。昨年、松江中学も含めてソウル市、大田市、プサン市の初・中・高校生約

3000 名を対象に、日本の過去について祖父母と話をするかどうかを聞いたところ、「よくす

る」は僅か４％でした。 
しかし日本批判が激しかった四月に松江中学を訪れた私に、「なぜ日本は独島を奪うの

か」との問を子どもたちはつきつけました。テレビやインターネットの影響でした。他方、

リアルタイムで翻訳される日本漫画を読み、日本ファッションをこだわりなく身につける

男女でもあります。 
この二つの異なる日本観を日本の学生との直接対話で得た実感でつなぎ、自分の日本観

を培ってほしい、というのが宋先生の願いでした。立場は逆ですが、教師としての思いは

同じでした。この期待に応えてか、学生たちは事前学習を夜中までしたようです。そして

翌日、厳しい質問を覚悟して教壇に並んだ椅子にすわりました。 
結果は教室の後ろで見る私の予想と全く異なりました。子どもたちの言葉のなかに過去

はなく、現在の日本と韓国の歌手やファッションの比較に加え、自分たちへの評価（だれ

が好きか！）を問う質問まで出ました。さらに携帯電話で写真を撮ることを求め、その勢

いにおされ宋先生が許すと、一斉に席を離れて、学生の前に群がり撮影会（大混乱）にな

ってしまいました。 
私は戸惑いました。４月訪問時との違いよりも表現のおおらかさ（無秩序？）に困惑し

たからです。そのため、その日の夜、連載６で紹介した韓国公州大の李明熙先生に、「学生

が歓迎されたことはうれしいが、東方礼儀の国の伝統はどこにいったのか。子どもたちの

変化に韓国の先生方も戸惑っているのでは」と問いかけました。韓国教育改革のリーダー

である李先生なら私の困惑を理解してくれるのではと思ったからです。しかし期待は再び

裏切られました。 
「子どもたちが自由に育っているからで、韓国の学校が変わってきた証拠です」と前置

きして次のように語ってくれました。 
「東方礼儀の国は朝鮮時代に上から強制されたものです。韓国のもう一つの伝統は仏教

です。その象徴が慶尚北道の浮石寺の石の土台です。七世紀の建造ですが現在も強固です。

形も大きさも異なる自然のままの石が互いに支えあって全体として調和しているからです。

私は韓国の教育が向かうべき原理がここにあると考えています」 



さらにより広く韓国社会の課題と関連付けて教育改革の方向を論じてくれました。 
「朝鮮王朝下で広がった儒教は現実より理念を優先する思考を知識層に植え付けました。

その影響は今も残り、歴史の事実よりも評価を重視し、正しいと信じる論理で全てを判断

しがちです。その結果、日本に対してよりも国内の対立が深刻です。そのため浮石寺の石

を紹介するのです。個性と全体の調和を統一する円融の思想です。」 
私は半ば納得したものの、日本の歴史をふまえ、「自然のままとは分に従うという身分意

識につながるのでは」とあえて反論しました。李先生はその傾向を認めたうえで、次のよ

うに新たな観点を展開しました。 
「グローバル化が求める競争社会では特定の型の押し付けではなく、能力を最大限に発

揮させる教育が大事です。他方で、勝者と敗者に分かれる社会になることを避けなければ

なりません。全体の調和が必要です。その原理として浮石寺の石の土台に込められた仏教

の伝統を蘇らせたいのです」 
論争は深夜に及びました。その過程で私は前回指摘した「事大」に代わる「誇り」の「再

構築」の方向を見出しました。「事大主義」は、他国との比較で優越する国の民の一員であ

ることが「誇り」の根拠です。近代国家の形成とともに国家と民族が一体化し、「民族の誇

り」という基準が加わりました。他方、冷戦後の世界に広がったのは経済のグローバル化

でした。発信源の米国型資本主義が求める個人の能力を競う文化が国境を越えて拡大する

一方で、新たな国家間の大競争時代をもたらしました。日中韓三国の間に現在生じている

先祖がえりのような対立の背景でもあります。 
しかし、忘れてはならないのは、競争の実態が国の軍事力や政治力ではなく、民の能力

の競い合いであることです。国と民の関係は逆転しました。加えて、経済のグローバル化

は、他国の民の力無しに自国の力を拡大することを不可能にしました。しかも、能力の基

準は多様かつ変化します。国の優越性を民の道徳性育成の基準にする合理性は根拠を失い

ました。状況の変化に応じて自在に表現する能力が求められる以上、道徳性の基盤もまた

個人化を避けえません。国家への誇りで勝てるほど大競争時代は甘くなく、国を異にする

民の間の公正な競い合いを正当化する価値基準が必要だからです。他方、競争社会は勝利

を道徳性の根拠にする合理性をも奪います。敗者の数だけ不道徳な人が生まれるからです。 
答えは宋先生の実践と李先生の論理の中にあります。日本と韓国で育った若い男女が直

接出会って写真に残した笑顔は、宋先生の自由な自己表現を育む教えの成果です。課題は

この関係を「石の土台」のように「支えあう関係」に教え育てることです。それは言葉を

かえれば、「自己実現」と「他者への貢献」を結ぶ教育と表現できます。すなわち、競争社

会が要請する自己実現の目的を「他者への優越」ではなく「他者への貢献」に転換する道

徳教育こそ、「事大」にかわる「誇り」の源泉を「再構築」する方向です。そしてこの「他

者への貢献」こそ、二一世紀のアジア各国が共有する課題解決の鍵であることを次回明ら

かにします。 



アジア的シチズンシップ－道徳教育の再構築（１０） 
「自己実現」を介した「他者への貢献」を「誇り」とする「価値意識」の育成を 

 
 

 
 
 
 
 
 
ここに並べた数値が何を示すかわかりますか。下段は単位がドルですので、気づいた方

も多いと思います。一人当たりのＧＤＰです。では上段は何でしょう。ヒントはフランス

が 115 年、スウェーデンが 85 年、ドイツが 40 年、英国が 47 年です。 
わかったでしょうか。高齢化率が 7％から 14％になるまでの年数です。ただし、日本以

外はすべて推計です。大泉啓一郎氏が国連人口推計からまとめたものを紹介しました。（「東

アジア少子高齢化時代と日本の協力―もう一つの経済連携」『日本の東アジア戦略』渡辺利

夫編 東洋経済新報社） 
一般に、「高齢化率」（全人口に占める 65 歳以上の割合）が 7％を超える「高齢化社会」

から 14％を超える「高齢社会」への年数を「倍加年数」といいます。日本は 1970 年に 7％、

24 年後の 95 年に 14％になりました。そのため、ヨーロッパと比較して世界に類のない短

さを理由に、高齢化を問題視してきました。ところがそれは間違っていたようです。東ア

ジアでは平均的で、先頭を走っているだけです。 
大泉氏はこの傾向を「東アジア型高齢化」と名付ける一方で、一人当たりのＧＤＰが低

く、年金や医療などの社会保障制度が未整備なＡＳＥＡＮ４と中国を考慮して、「開発途上

国の少子高齢化」という視点が必要と警告します。日本では団塊の世代の高齢期に備えて、

年金や医療保険の改革が政治問題になっていますが、東アジアの未来が抱える課題はさら

に深刻なようです。そのため、大泉氏は伝統的な地域社会の相互扶助の役割を再評価し、

それがマクロでは福祉国家から福祉社会への移行という世界的潮流、ミクロでは地域コミ

ュニティの復元・創出という日本が取り組んでいる課題に重なると強調します。しかし、

私は日本を含めて 21 世紀アジアの高齢化に伴う課題はもっと複雑で難解と考えます。 
その理由は高齢化率上昇の原因にあります。出生率低下と長寿化が直接的な原因ですが、

それは産業化とともに進行したものです。産業化は都市に人口を集中させ、核家族・小規

模家族を増加させます。高齢化率の上昇は高齢者の量的な増加だけでなく、質的な家族形

態の変化をも伴うわけです。アジア各国の人口構造と居住形態の変化の調査から嵯峨座晴

夫氏は次のように指摘します。（「アジアの人口変動と社会・経済発展」『アジアの少子高齢

化と社会・経済発展』店田廣文編 早稲田大学出版部） 
伝統的なアジア諸国の家族の原則は、家父長制に基づく多世代同居のため、高齢者が増

日本      24 年 31312 ドル 
アジアＮＩＥＳ 

韓国     18 年 10015 ドル   
香港     31 年 23912 ドル 

シンガポール  16 年 20887 ドル 

ＡＳＥＡＮ４ 
タイ     22 年  2006 ドル  
マレーシア  25 年  3879 ドル 
インドネシア 22 年   788 ドル  
フィリピン  23 年   942 ドル 
中国    25 年   963 ドル 

 



加すれば世帯規模が拡大しました。ところが現在生じているのは世帯規模の縮小です。そ

の最大の原因は高齢者の居住形態の変化です。親子世代が分離して、夫婦のみの世帯が増

加し、それが単独世帯に移行するからです。産業化に伴う人口動態の変化は、アジアの伝

統的な家族形態を解体し、高齢者を孤立させ、家族の支援や精神的な絆を弱める、と嵯峨

座氏は危惧します。 
伝統的な地域社会とは長年にわたって同一地域に居住（地縁）する多世代家族（血縁）

の集合体です。相互扶助の源は血縁と地縁です。産業化がもたらすＧＤＰの増加は、その

解体を代償に獲得したものといえます。これはＡＳＥＡＮ４や中国も例外ではないはずで

す。冒頭で紹介した一人当たりのＧＤＰは 2002 年のものです。倍加年数は日本が 1994 年

に、ＮＩＥＳが 2010 年代、中国とタイが 20 年代、残りの国が 40 年代に達することを予想

した数値です。産業化によるＧＤＰの増加を望む限り、日本とＮＩＥＳに生じている問題

をＡＳＥＡＮ４や中国も避けられません。 
ＧＤＰの低さを考慮した大泉氏の解決策は、産業化が遅れていることで可能な処方箋で

す。最先端の日本の「地域コミュニティの復元・創造」が困難なことは、地域を基盤にし

た「総合的な学習の時間」の実践に苦闘する本誌の読者が最も知ることだと思います。失

うことで得たものがもたらす問題を失ったもので解決しようとする矛盾のなかに、私たち

はいないでしょうか。 
しかし他方で既に高齢化率が 20％弱になり、20 年後に 30％を超える日本の現実は、年

金に代表される公的制度のみで対応不能なこともまた明白です。問題は相互扶助を価値付

ける理念と実現方法です。その手がかりを嵯峨座氏の次の指摘に見出しました。彼は現在

のアジア各国が産業化、都市化、民主化を内実とする近代化すなわち西欧化の過程にある

として、「個人主義の哲学に基礎をおき自己実現を至上の価値とする西欧文明にあっては、

少子化は必然の帰結であるように思われる。西欧文明の浸透が進むかぎり、アジアの国々

もいずれは人口減少におびえることになる。アジア諸国が、それから脱却できる力をもち

うるのだろうか。人口問題への対処にあたっては、文明史的かつ長期的な視点が不可欠」

と結びます。キーワードは「自己実現」と「文明史的かつ長期的な視点」です。 
伝統的な地域社会の相互扶助は地縁と血縁に基づく自己犠牲や奉仕と一体化したもので

す。逆に「自己実現」の条件は地縁、血縁から自由になることです。時間の逆転は不可能

です。自己実現の最上位に他者のために生きることを「誇り」とする価値意識の共有を求

めるしか道はありません。 
さらに「文明史的」とは生き方を変えることです。「長期的な視点」とは教育の問題です。

すなわち、「自己実現」を介した「他者への貢献」を「誇り」の源泉とする「道徳教育の再

構築」こそ、先駆けて超高齢社会を迎える日本の学校教育が挑むべき最重要課題です。よ

うやくアジア的シチズンシップの中核が見えてきました。次回は西欧化と対置した現実化

の方向を考えます。 



アジア的シチズンシップ－道徳教育の再構築（１１） 
「家族」と「「国家」を｢自己の人生」に位置づけ直す「合理的判断力」の育成を 

 
｢人口ボーナス｣という言葉があります。前回、21 世紀の東アジア各国が、日本と同様に

工業化によって出生率の低下と高齢化率の上昇が進み、超高齢社会になることを紹介しま

した。しかし、実は出生率低下が高齢化率上昇に結びつくまでに 40 年以上の時間がかかり

ます。この間は子どもの数は減っても高齢者は増えず、双方への扶養負担が少なくすみ、

経済発展に有利になります。この時期を国連が人口ボーナスと名付けました。日本の高度

経済成長はまさにこの時期に重なるわけです。 
現在の日本の人口ピラミッドを思い浮かべてください。50 代後半が膨らんでいます。団

塊の世代です。そこに線を引くと、上はきれいなピラミッド型です。逆に下は 30 代前半に

団塊ジュニアの山がありますが、全体として逆ピラミッド型に向かっています。この団塊

の世代が学校を出て就職し、家族をつくり子どもを育てた時期が高度成長期であり人口ボ

ーナス期でした。 
ボーナスはあくまで一時金、使い果たせば終わりです。2007 七年から団塊の世代は職場

を離れ、その五年後から年金受給者に替わります。さらに老いに伴う通院率上昇は健康保

険や介護保険の基盤を揺るがします。しかも、出生率は政府の期待を裏切って低下し、推

計より 2 年早く 2005 年が人口減少の分岐点になりました。 
世界は人口増だから減る国があってもよいと楽観する人がいます。間違いです。減るの

は税金や保険金を払う側で、使う人たちは増えます。世界の人口が増えても日本の税金や

保険金を払ってくれません。生産性を上げれば生活の豊かさは維持でき、団塊の世代は元

気だから新しい需要を期待できるとの論もあります。一理あると思いますが、そのために

は大改革が必要です。 
あてにしたボーナスが出なければ節約が必要です。二度と出ないなら使い方を変えしか

ありません。国の仕組みも国民の生活も同じです。経済学者の小塩隆士氏は「少子化のも

とでは、どのような政策でも、それが過去において適切だったものほど見直す必要がある」

（『人口減少時代の社会保障改革』日本経済新聞社）と強調します。 
小塩氏の関心は社会保障ですが、教育政策も例外ではありません。日本の戦後の成功が

経済成長にあるとすれば、次の二つの意味で学校教育は積極的に寄与したからです。それ

を道徳教育は価値付けました。 
一つは小→中→高→大という単線型学校制度による人の選別と配置です。学校は上位学

校への進学という階段を上ることで未来の豊かさを獲得できる道を全国の子どもたちに与

えました。ただし、そのために大学や企業のある都市に行かなければなりません。日本の

学校は全国の町や村から子どもを都市に集める道でもありました。その結果、親に従い家

業に就くより自分の能力を生かす職業を選ぶことが正しい人生であるという価値基準が広

がりました。徳目注入を否定し、個性の豊かさを強調する道徳教育が求められた背景です。 
ただし、個性には所属する集団の人間関係の調和という条件が組み込まれました。個性



豊かに調和するという一見矛盾する人間関係を当然のこととして受け入れさせたのが、も

う一つの学校教育の経済成長への寄与です。「学級づくり」と「個をいかす授業」により、

「日本的経営」を支える「間人主義」を育成したからです。このことは本連載３で述べま

したので、ここではそれが学習指導要領の総則にある「学校の教育活動全体を通じて行う」

という道徳教育と結びつくことを指摘するに止めます。 
問題は道徳教育が経済成長に寄与したことです。小塩氏によれば「適切だったものほど

見直す」わけですから。では何を見直すべきでしょうか。家族という集団と国家という制

度との関係です。これまでの道徳教育が前提にした家族観や国家観では、少子高齢人口減

少社会を生き抜く人格を教え育てることができないからです。 
小学校学習指導要領の道徳の内容に「父母、祖父母を敬愛し、家族の幸せを求めて、進

んで役にたつことをする」とあります。父母や祖父母と子どもがともに生活する家族が対

象です。しかし、学校は子どもたちに都市に出ることを求め、その多くは都市で家族をつ

くりました。残った親はどうなるでしょう。兄弟姉妹が多い団塊の世代は、誰かが親のも

とに残れました。仕送りを分担し、交代で親の介護もできます。これが人口ボーナス効果

です。しかし、子どもが二人以下になればどうでしょう。銘柄大学を出て、一流企業に勤

め、世界で活躍すればどうでしょう。高齢化率が 30％を越える町や村には、一人で生活す

る高齢者が少なくありません。子どもが都市にいるからです。成績のよい子の親ほど単独

世帯の人生がまっています。 
年金や保険はありますが、団塊の世代の退職後に破綻する恐れを指摘しました。それ以

前に未納者の増加が制度の基盤を揺るがしています。なぜでしょう。マスコミは政府を批

判しますが筋違いです。団塊の世代という人口ボーナスがあるうちに、親子の関係は卒業

まで、職に就いた後は税や保険金を払うことが親孝行という家族観に基づく道徳教育の再

構築を怠ったからです。 
もう一つあります。税や保険は国の制度です。しかし、卒業が親に替わって国家の仕組

みと向き合うことであることを教えたでしょうか。ここでも人口ボーナスを浪費しました。

団塊の世代は年金と保険金を折半してくれる職場の要請に応えればすみました。人口の多

さと経済成長が親からの自立や国家との対峙を防いでくれたからです。そのバリアが壊れ

始めました。 
必要なのは愛国心ではありません。自分の人生に国の制度を位置づける合理的判断力と

価値基準（徳目）です。実はこれがヨーロッパ近代におけるシチズンシップ教育構築の背

景です。ようやく日本も追い着きました。ところが、国民国家を超えるグローバル化の波

は、本家の教育を混乱させ、EU 加盟国が共有可能なシチズンシップの枠組は未完です。そ

の意味で、日本の道徳教育の再構築には、自国内と隣国間の改編に同時に挑む必要があり

ます。その枠組の中核が「自己実現を介した他者への貢献」であることを次回最終回に展

開します。 



アジア的シチズンシップ－道徳教育の再構築（１２） 
共有可能な「徳」の「道」は遠くとも、「アジア型モデル」構築への 

“おおらかな楽観主義”を 
昨年末、沖縄を訪れました。人口減少への危機感がマスコミをにぎわす日本において、

沖縄の合計特殊出生率は一・八以上。いまなおたくさん子どもが生まれる地に、アジア的

シチズンシップ構築の手がかりを求めての旅でした。地域で活躍する 20 人以上の女性に話

しを伺いました。その全ての方から出たのが次の沖縄の言葉です。 
①「イチャリバチョーデー」 
②「ユイマール」 
③「ナンクルナイサー」 
①は「出会えばみな兄弟」、武器でなく交易で平和を守った琉球の歴史が培った言葉です。

②は「地縁、血縁による相互扶助」、もちつもたれつですよと解説してくれました。③は「な

んとかなるさー」、なんとかするさーの意味も含んでいるようです。 
 納得しました。子どもはみんなで育てるわけです。少なく産んでよく育てる、という戦

後日本の子育ての常識が、沖縄にはありませんでした。よく育てようとするから負担にな

り、その負担感が子どもを減らし、結婚をためらわせる。この悪循環が沖縄には根付いて

いません。私の知る日本とは異なる時間が流れていました。 
複雑な気分になりました。シチズンシップ構築の手がかりではなく難しさを再確認する

ことになったからです。実は本連載では、アジア的とはしたものの、西欧近代のシチズン

シップをモデルに道徳教育再構築の課題を考えるつもりでした。しかし回を重ねるにした

がい、西欧型シチズンシップ導入を妨げる壁が見えてきました。 
一つは個と集団の関係の違い 
二つは血縁、地縁の位置づけの違い 
三つはアジア各国の時間のずれ 
まず個と集団の関係のキーワードは個人です。西欧近代のシチズンシップは、自由で平

等な権利と義務の主体としての個人＝individual から始まります。ただし、個人は漢字の個

と人を合わせた明治期の造語です。ふさわしい日本語がなかったからです。言葉がないの

はその言葉が示す事象がないからです。それまでの日本では、人は身分や家柄（所属集団）

で判断されました。 
もちろん、現代日本が身分社会というのではありません。しかし、「よい学校、よい会社」

という戦後日本の高学歴化を支えた価値意識のなかに、所属集団の上下で人を判断する基

準が入り込んでいます。最近の「勝ち組、負け組」や「セレブ」という流行語にも忍び込

んでいます。「イチャリバチョーデー」や「ユイマール」も同じです。平等な個人ではなく、

家族の一員とみることで親しくなり、同じ地に生きる人だから助け合うわけです。そして、

この血縁や地縁を重視する行動や価値が西欧型シチズンシップ導入を阻む二つ目の壁です。 
近年の欧米の家族研究に祖父母との関係は含まれません。18 歳をすぎれば家から出て個

人として自立するからです。そのためのルールや価値が、シチズンシップ教育の内容であ



ることを前回述べました。 
他方、日本では、三世代同居を美化する家庭教育の書はたくさんあります。しかし、子

どもを親から自立させる年齢を明確にして、その年までに身に付けさせる内容を説く教育

書は少ない（皆無？）と思います。学習指導要領の道徳の内容にも、親からの自立に関す

る記述はありません。 
地縁はどうでしょう。学校・家庭・地域の連携を典型に、同じ土地に住む人たちが助け

合うのは、日本全国どこでも当然のこととされます。ユイマールを大事にするのは沖縄だ

けではありません。相互扶助の理由として、見知らぬ土地に住むようになった人たちが“生

活を快適にする（権利）”ために“守るべきルール（義務）”、というふうには理解しないこ

とも含めてですが。 
しかし他方で、地域との連携が学校教育の課題になるのは、多くの地でユイマールのよ

うな地縁関係が失われているからです。日本の地域社会も、西欧型シチズンシップ的なル

ールの強制が必要な段階にきています。先に沖縄には「私の知る日本」と異なる時間が流

れると述べた理由です。そして、このような時間の差異が生む問題は、アジア各国と日本

との関係でも見出せます。 
これが三つ目の壁です。欧米をモデルに近代国家＝民主化＋工業化の実現を先行した日

本。近代国家建設時の努力と歓喜を日本に奪われたが、約二十年の時間差で工業化と民主

化をキャッチアップし、情報化では日本の先を行くかに見える韓国。それに倍する時間差

を一気に縮める工業化が進行中だが、民主化では足踏みする中国。 
この三国の時間のズレの複雑さは沖縄の比ではないでしょう。さらに近代以前の歴史の

共有が増幅装置になります。近代国家建設に必要な時間とは比較にならない長い年月をか

けて朝貢関係が培った中華思想と事大主義こそ、三国が共有する西欧型シチズンシップ導

入を阻む道徳教育の隠れたカリキュラムといえるかもしれません。 
残念ながらアジアの国々が共有できるシチズンシップに基づく道徳教育再構築への道は

遠いといわざるをえません。しかし道筋は見えています。本連載で繰り返し提示してきた

「自己実現」と「他者への貢献」を結ぶ道徳教育です。前者が西欧型シチズンシップによ

ることは明らかでしょう。アジア各国が工業化と民主化を求める限り避け得ない課題です。

では後者はアジア型でしょうか。それほど単純ではありません。経済のグローバル化に伴

う社会の多文化化が、個人の権利と義務の組み合わせでは解決できない問題を生み出して

います。EU 加盟国もまた、多様な民が共有できるシチズンシップを求めて混乱しています。 
希望はあります。実は沖縄の産業構造は日本の最先端、三次産業が八割を超えるからで

す。その中心は観光業、文化を異にする多様な人たちが訪れ、生活しています。「イチャリ

バチョーデー」や「ユイマール」は、グローバル化と人口減少による多文化化を避け得な

い日本の未来を生きる人の「道」と「徳」の「アジア型モデル」の可能性を示唆していま

す。何よりも戦禍の歴史と基地の現実を超えて、「ナンクルナイサー」と生まれ来る人の命

を慈しむ“大らかな楽観主義”こそ、過去に囚われた日中韓のリーダーに最も必要な「徳」

と考えます。 


